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は　じ　め　に
　平成 12年 3月に文化庁・日本語教員の養成に関する調査研究協力者会議が報告した『日本語
教育のための教員養成について』では，「日本語教員養成において必要とされる教育内容」とし
て，コミュニケーションを日本語教育の中核として位置付け，コミュニケーションが「社会・文
化」「教育」「言語」の 3領域から構成され，さらにそれらを，「社会・文化・地域」「言語と社
会」「言語と心理」「言語と情報」「言語」の 5区分に分類される考えを示している。そしてその
5区分の下位に，「「世界と日本」「異文化接触」……「コミュニケーション能力」などの 16の内
容を挙げている。
　大学の日本語教員養成課程では，この「教育内容」に則り，大幅小幅なカリキュラム改訂がな
され，日本語教員の養成に供されている。
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〈Abstract〉
  In “The Educational Contents needed for Japanese Teacher Training” which the Agency 
for Cultural Affairs showed in 2000, Communication is set on the core of Japanese Teacher 
Training, surrounded by 3 domains: “domain about society, culture, and area”, “domain 
about education”, and “domain about language”, and furthermore by 5 classifications: 
“society, culture and area”, “language and society”, “language and psychology”, “language 
and education”, and “language”.
  These “Educational Contents” are taken and followed in Japanese Teacher Training 
Course of University according to the situation of each University.
  However, in view of the present condition of the Training Course, that not many 
graduates ot take the post of Japanese Teacher, and take the post of social various 
occupations, there should be an argument how will be hte Japanese Teacher Training 
course.
  In this paper, we investigate through a questionnaire how the academic subjects studied 
in the Course are harnessed in the present occupation.
  The graduates of the Course master the knowledge and capability, such as 
“communication”, “Foreign Culture”, and “Japanese”, and is harnessing by the present 
occupation.
  The graduates of the Course are wanted to contribute to the various area of our society 
which should come as an “out-of-government” Japanese Teacher.
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　とはいえ，養成課程の修了生は，皆が日本語教員に就くわけではなく，国語教員や公務員，一
般企業など，さまざまな職域へと就いていく。
　では課程で学んだ学科目は，それぞれの職域でいかに活かされているのか。日本語教員養成課
程は，どこまで社会に貢献しうるのか。
　門倉（2011）は，「日本語教育の社会貢献」として，「日本語教育の日本社会への貢献として，
日本人のコミュニケーション力の向上に寄与することがあります。地域日本語教室では，そうし
たコミュニケーション力が自発的に育っています。そして外国人児童と接する日本人児童にも，
それは求められています。」と述べ，日本語教育が日本人のコミュニケーション力の向上，ひい
ては日本社会への貢献につながることを示唆している。
　本研究では，大学の日本語教員養成課程の修了生を対象に，課程で学修した学科目が現在の職
業でいかに活かされているかを問うアンケート調査を実施し，課程の修了生が，日本語教育をい
かに受容し，変容を遂げているか考えていく。
　本稿は，アンケート調査の第一報として，アンケートの全貌と全体の結果について報告する。
1　日本語教員の養成
1.1　日本語教員養成課程
　昭和 60年（1985年）5月 30日，文部省学術国際局は，各機関の長宛に「日本語教員の養成等
について」と題する通知を送付し，その中で，
　日本語教育の一層の充実のためには，日本語教育の専門家として必要な知識・能力を有す
る優れた日本語教員の養成が不可欠であり，このためには，日本語教員養成における教育内
容・水準の基準が明確にされることが必要である。
として，「日本語教育の専門家として必要とされる知識・能力」の具体的内容を示し，大学の学
部（主専攻・副専攻）や一般の日本語教員養成機関等において，上記の要請される知識・能力の
水準に応じて行われるべきことを通知した。
　かくして日本語教員養成は，それぞれの大学や機関で始まることになるが，日本語教員には，
「日本語の構造に関する体系的・具体的な知識」のみならず，「日本人の言語生活」や「日本事
情」「外国語及び外国事情に関する知識・能力」等まで，幅広い知識・能力が求められることに
なる。
　この通知から 15年が経過した平成 12年（2000年），日本語教育を取り巻く状況の変化に鑑み，
文化庁・日本語教員の養成に関する調査研究協力者会議が報告した『日本語教育のための教員養
成について』では，日本語学習者の多様な学習需要や日本語教育を取り巻く状況を踏まえたとき，
その内容の改善等の必要性が指摘されている。
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　このような状況に鑑み，本協力者会議では，日本語教員の資質向上とその養成に関し一層
の改善を図るため，教育内容の意義や在り方について幅広い観点から議論を行い，その結果
を「日本語教育のための教員養成について」として報告をまとめた。
　今後，この提言の実現に向けた取組が行われ，日本語教育の一層の振興が図られることを
期待したい。
として，上述のコミュニケーションを中核とする 3領域 5区分の「教育内容」を具体的に示して
いる。
1.2　日本語教員の資質・能力
　現在の日本語教育を取り巻く状況は極めて多様化しており，日本語教育の対象者は，留学生，
研修生，帰国子女，ビジネスマン，児童生徒など，多様な場面で日本語教育が求められ，日本語
教師に必要とされる資質・能力も複雑化せざるをえない。また日本語教員には，そうした学習者
とのコミュニケーション能力が求められてくる。
　平成 12年 3月の『日本語教育のための教員養成について』では，「日本語教員として望まれる
資質・能力」として，「コミュニケーション」を最重要項目と位置付けた。
　同報告書はさらに，
　日本語教育とは，広い意味で，コミュニケーションそのものであり，教授者と学習者とが
固定的な関係でなく，相互に学び，教え合う実際的なコミュニケーション活動と考えられる。
また，このような包括的な概念としてのコミュニケーションは，今回新たに示す教育内容の
すべてに共通しその根底をなすものであり，教育内容の基本となるものである。
と，コミュニケーション教育の重要性を強調している。
　大学の日本語教員養成課程では，「教育内容」で示された教育内容をもとに，大学それぞれの
事情に合わせた日本語教員養成が実施されているが，課程の修了生が，課程で学んだ学科目をい
かに受容し，課程修了後いかに変容し，現在の職業でどのように活かしているかを知ることは，
課程のあり方や，今後ますます必要となるであろう日本語教員，そして課程修了生の社会貢献に
ついて考える上で，貴重な資料となるものと思われる。
2　アンケート調査
2.1　アンケート項目の策定
　「日本語教員養成において必要とされる教育内容」では，3領域・5区分の具体的内容として，
「「歴史／文化／文明／社会……異文化間教育／多文化教育……対人関係能力／異文化調整能力」
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など，157項目が記されている。
　アンケート項目の策定に当たっては，157項目のうち，複数の項目を合体して一つの項目とし
たり（例；歴史／文化／文明⇒日本の歴史・文化・文明に関する知識），より内容を明確にした
り（例；教材開発……マルチメディア⇒ IT利用による教材開発）するなどして，59項目に絞っ
た（下表 1参照）。
　アンケートには，「課程で学んだ学科目が現在の職業にいかに活かされているか」を「4　とて
も役にたっている　　3　まあ役にたっている　　2　あまり役にたっていない　　1　全く役に
たっていない」の 4件法のスケールにより評価してもらい，それぞれの項目の平均値を出して
いった。
療　育 区　　　　分 項目数
?
?
?
?
?
?
?
?
?
社会・文
化・地域
に関わる
領域
教育に関
わる領域
言語に関
わる領域
社会・
文化・
地域　
世界と日本 2
異文化接触 5
日本語教育の歴史と現状 5
言語
と
社会
言語と社会の関係 3
言語使用と社会 5
異文化コミュニケーションと社会 4
言語
と
心理
言語理解の過程 2
言語習得・発達 2
異文化理解と心理 1
言語
と
教育
言語教育法・実習 8
異文化間教育・コミュニケーション教育 4
言語教育と情報 3
言語
言語の構造一般 5
日本語の構造 4
言語研究 2
コミュニケーション能力 4
項　目　合　計 59
表 1　3領域・5区分とアンケート項目数
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2.2　アンケート対象者
　大学の日本語教員養成課程（主専攻・副専攻）修了者合計 102名。その内訳は次の通りである。
 ①　男／女
男 7名 女 95名
 ②　出身大学
　京都外国語大学を中心に 8大学の出身者（過程修了者）。
 ③　主専攻／副専攻
主専攻 86名 副専攻 16名
 ④　卒業年
　それぞれの大学においてカリキュラム改変がなされたであろう年度の 2005年～2012年 3
月の卒業生。
 ⑤　現在の職業
教員（日本語） 教員（国語） 教員（その他） 公務員 会社員
42名 8名 6名 1名 11名
旅行業 銀行・金融業 店　員 サービス業 その他・無記入
6名 1名 0名 6名 21名
 ⑥　在職年数
0～１年未満 1～2年未満 2～3年未満 3～4年未満 4年以上 無記入
23名 17名 10名 9名 40名 3名
3　アンケート結果の分析
3.1　平均値尾高居項目
　アンケートから平均値の高い項目を順に並べてみると（表 2参照），「異文化コミュニケーショ
ンと社会」（12），「異文化間教育・コミュニケーション教育」（31），「コミュニケーション能力」
（1・17），「言語教育法・実習」（57），「日本語の構造」（19・36）といった項目が上位に顔を出す。
「異文化」「コミュニケーション」「日本語の構造」といった日本語教員養成の根幹をなす学科目
が，キーワードとして修了生の現在を形作っていると言える。
　一方で平均値の低い項目は（表 3参照），「言語習得・発達」（10），「日本語教育の歴史と現
状」（43），「言語教育と情報」（34・29），「異文化接触」（28・13）といった，上記キーワードか
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らかけ離れた項目であることが分かる。
3.3　5区分ごとの平均値
　5区分の中の平均では，項目間に大差はないものの，やはり「日本語の構造」「コミュニケー
ションン能力」を含む「言語」の区分に重要性を認める意見が強い（表 4参照）。
　さらにその下位区分では，「コミュニケーション能力」に平均値がもっとも高く，「言語教育と
情報」がもっとも低くなる。
4　日本語教員養成課程のあり方
　日本語教員誉養成課程を修了しても日本語教員に就かない者の多い現状の背景には，需給バラ
12 言文化変容・適応に関する知識 3.49
31 言文化理解能力 3.24
 1 コミュニケーション教育に関する知識 3.18
16 誤用分析に関する知識 3.11
17 対人関係能力 3.11
57 教室活動・教授法に関する知識 3.1
59 言語学習・習得（第一言語・第二言語）に関する知識 3.09
19 日本語の構造に関する知識 3.09
 5 コミュニケーション・ストラテジーに関する知識 2.99
36 文法体系・語彙体系・意味体系に関する知識 2.99
41 コミュニケーション学に関する知識 2.98
表 2　平均値の高い項目
10 幼児言語に関する知識 1.96
43 日本語教育史・言語政策に関する知識 2.14
34 統計処理に関する知識 2.14
45 教育哲学・教育社会学・教育制度に関する知識 2.15
11 IT利用による教材開発・教材選択に関する知識 2.21
28 地域協力・精神衛生に関する知識 2.22
13 外国人児童生徒・帰国児童生徒に関する知識 2.35
29 マルチメディアに関する知識 2.35
50 留学生・移民・難民政策や研修生受け入れに関する知識 2.36
 4 言語接触・言語管理・言語政策に関する知識 2.36
18 地域生活関連情報に関する知識 2.41
表 3　平均値の低い項目
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ンスの問題や雇用形態，待遇面，将来への不安などで，日本語教員には，一般企業に比してマイ
ナス要因の多いことが挙げられる。一方で地球のグローバル化や国内外における日本語学習者の
増加，日本国内のいわゆるニューカマーの急増などで，日本語教員とはいわずとも，日本語教育
の知見を備えた人材の求められることも事実である。
　この日本語教員にならない課程修了生の活用について鈴木（2011）は，
日本語教師養成課程で育成する専門性を内省的実践家であることに見定め，修了後に日本語
教師とならない者も，「在野の日本語教師」として生態学的リテラシーを生かし，社会に寄
与できる。……日本語教育も教育学の一分野であり，教育の持つ人間的援助の本質に目を向
ければ，日本語教育専攻者は日本語を用いて他者との交渉，そしてその背後にある社会のあ
り方への批判的内省を他者と協働的に行っていけることが重要である。……「在野の日本語
教師の専門性」とは，生態学的リテラシーを発揮して他者と関わり，自らの日本語使用を通
して地域住民の結節点となり，社会を変革していくことである。
と論じ，
「在野の日本語教師」を育てることは，今日の日本語教育が社会に対して可能な貢献の一つ
ではないだろうか。
と結んでいる。
　今回のアンケートからも読み取れるように，日本語教員養成課程の修了生は，課程で身につけ
た，
①　コミュニケーション能力
②　異文化能力
③　日本語能力
を糧に，それぞれの職域で活躍している。
　今後は，日本語教員ならずとも，社会のあらゆる領域で日本語教育の知見を備えた人材の求め
られることは必須である。
　日本語教員養成課程設置の目的は，当初はまさに日本語教員の養成であったかもしれないが，
当初は予想だにできなかった，現在のグローバル社会において，課程の修了生が，「在野」の日
本語教員として変容し，社会に貢献していくことが望まれる。
　また課程のあり方も，日本語教育の専門性を備えた職業人の育成にも力ぞ注いでいくのが好ま
しい。
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お　わ　り　に
　平成 12年に文化庁・日本語教員の養成に関する調査研究協力者会議から示された「日本語教
員養成において必要とされる教育内容」では，コミュニケーションを日本語教員養成の中核に据
え，その周縁に「社会・文化・地域に関する領域」「教育に関する領域」「言語に関する領域」の
3領域，そしてそれを取り巻くように「社会・文化・地域」「言語と社会」「言語と心理」「言語
と教育」「言語」の 5区分を配する内容が提示されている。大学の日本語教員養成課程では，こ
の「教育内容」に則り，それぞれの大学の事情に即した教員養成が展開されている。
　しかし課程の修了者の多くは，日本語教員に就くわけではなく，社会の様々な職域に就いてい
く現状に鑑み，日本語教員養成課程はいかにあるべきか，議論を進めていかなければならない。
　本稿での調査に見る限り，課程の修了生は，多かれ少なかれ，課程で学んだ「コミュニケー
ション」「異文化」「日本語」といった専門性をそれそれの職域で活かしていると言える。
　課程設立の目的は，まさに「日本語教員の養成」であった。日本語教員に就くものはむしろ少
数派であるとはいえ，日本語教育の専門性を備えた「在野」の日本語教員が社会の様々な職域で，
社会貢献を果たしていくことが期待される。専門性の教育は，ある程度までは課程で可能であっ
たとしても，専門性を活かした「人間性」が課程の修了生に求められてくる。
　今回の調査は，調査の全貌を取り上げたが，今後，日本語教員／非日本語教員，主専攻／副専
攻，職域，在職年数などによる結果の相違を調べていくと，課程修了生の日本語教育の授業と変
容について，より明らかになるであろう。
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表 5　項目ごとの平均値
【世界と日本】
35 日本の歴史・文化・文明に関する知識 2.87
56 日本の社会・教育・哲学に関する知識 2.6
49 日本文学に関する知識 2.53
【異文化接触】
25 国際協力・文化交流に関する知識 2.83
50 留学生・移民・難民政策や研修生受け入れに関する知識 2.36
13 外国人児童生徒・帰国児童生徒に関する知識 2.35
28 地域協力・精神衛生に関する知識 2.22
【日本語教育の歴史と現状】
43 日本語教育史・言語政策に関する知識 2.14
 3 教員養成に関する知識 2.56
38 学習者の多様化・学習者の推移に関する知識 2.76
58 日本語試験・各国語試験に関する知識 2.62
42 世界各地域や日本各地域の日本語教育事情に関する知識 2.49
【付資料】
表 4　領域・区分ごとの平均値
社会・
文化・
地域　
2.50
世界と日本 2.56
異文化接触 2.41
日本語教育の歴史と現状 2.51
言語
と
社会
2.64
言語と社会の関係 2.39
言語使用と社会 2.78
異文化コミュニケーションと社会 2.74
言語
と
心理
2.78
言語理解の過程 2.95
言語習得・発達 2.41
異文化理解と心理 2.78
言語
と
教育
2.48
言語教育法・実習 2.75
異文化間教育・コミュニケーション教育 2.84
言語教育と情報 2.21
言語 2.87
言語の構造一般 2.65
日本語の構造 2.85
言語研究 2.71
コミュニケーション能力 2.97
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【言語と社会の関係】
48 社会言語学・社会文化能力に関する知識 2.66
 4 言語接触・言語管理・言語政策に関する知識 2.36
45 教育哲学・教育社会学・教育制度に関する知識 2.15
【言語使用と社会】
32 言語変種・地域言語に関する知識 2.73
55 待遇・ポライトネスに関する知識 2.7
46 言語・非言語行動に関する知識 2.83
 5 コミュニケーション・ストラテジーに関する知識 2.99
18 地域生活関連情報に関する知識 2.41
【言語とコミュニケーションと社会】
12 言文化変容・適応に関する知識 3.49
14 言語・文化相対主義や自文化（自民族）中心主義に関する知識 2.48
53 多文化主義に関する知識 2.64
52 言語選択・バイリンガリズムに関する知識 2.42
【言語理解の過程】
15 言語理解・談話理解に関する知識 2.87
59 言語学習・習得（第一言語・第二言語）に関する知識 3.09
【言語習得・発達】
10 幼児言語に関する知識 1.96
22 学習ストラテジーに関する知識 2.86
【異文化理解と心理】
30 異文化間心理学・教育心理学に関する知識 2.78
【言語教育法・実習】
26 自己点検能力 2.55
39 カリキュラム・コースデザイン。ニーズ分析に関する知識 2.78
57 教室活動・教授法に関する知識 3.1
44 評価法に関する知識 2.45
23 教育環境に関する知識 2.82
54 地域別・年齢別日本語教育方・教育情報に関する知識 2.42
16 誤用分析に関する知識 3.11
51 教材分析・開発に関する知識 2.9
【異文化間教育・コミュニケーション教育】
37 異文化間教育・多文化教育に関する知識 2.93
47 国際比較教育・国際理解教育に関する知識 2.44
 1 コミュニケーション教育に関する知識 3.18
40 言語間対照に関する知識 2.59
【言語教育と情報】
11 IT利用による教材開発・教材選択に関する知識 2.21
34 統計処理に関する知識 2.14
29 マルチメディアに関する知識 2.35
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【言語の構造一般】
21 一般言語学に関する知識 2.65
27 世界の諸言語に関する知識 2.73
24 言語の系統や類型に関する知識 2.55
33 語用論に関する知識 2.55
 2 音声や音韻に関する知識 2.79
19 日本語の構造に関する知識 3.09
36 文法体系・語彙体系・意味体系に関する知識 2.99
 9 表記に関する知識 2.86
 8 日本語の歴史に関する知識 2.47
【言語研究】
20 理論言語学・認知言語学に関する知識 2.44
41 コミュニケーション学に関する知識 2.98
【コミュニケーション能力】
 6 受容・理解・産出・運用能力に関する知識 2.75
 7 談話構成能力に関する知識 2.78
17 対人関係能力 3.11
31 言文化理解能力 3.24
